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地方公営企業と経営の多角化（上〉
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2. 地方公営企業の経営多角化の特徴と背景

(1）附帯事業による内部的多角化

(2) 内部補肪目的による多角化

(3）経蛍多角化をめぐる背景

:3. 内部的多角化戦略の政策的合意

(1) 内部補助政策の諸類型と地方公営企業

(2）範囲の経済怯と連結の経済性

(3）経営多角化の経済性と内部補助（以上本号〉

1. はじめに

地方公営企業は，交通・上下水道・病院と

も、った市民生活にとって必要不可欠なサービ

スを供給する地方自治体の現業部門である九

かつて公共企業体であったNT TやJRは，

その「民営化J2》を契機に子会社を軸とした

経営の多角化を積極的に展闘し，今や外車販

売やマグロの養殖といった意外な分野にまで

進出しているが，地方公営企業においても，

鮒帯事業と称する経営の多角化が本格的に推

進されようとしている。しかもそうした方向

に向けて，既に附帯事業の範囲と企業用資産

の活用に関する規制緩和措置が相次いで実施

され，地方公営企業の経営多角化をめぐる従

来の制限的な環境は大きな転換をみるに至っ

ている。

もちろん一般の民間企業にあっては，最近

のリストラクチャリングの展開の中で，何が

本業なのかすら分からないまでに経営の多角

化を押し進めている企業もあることを，思えば，

そうした動向はあまりに当然すぎることかも

空口れない。しかし， NT TやJRにしても公

太田正

4. 経蛍多角化の検討課題と基本原則

(1）経営多角化の公共性と経済性

(2）多角化目的の実現可能性

(3）経営基盤強化策の総合的評価

5. 地方公営企業の21世紀ビジョン

(1）高度・多機能化と経営の多角化

(2）都市経営と地方公営企業

6. おわりに

共企業体の時代には，このような経営の多角

化は厳しく規制され限られた関連分野lこ留ま

っていたことを考えると，地方公蛍企業の経

営多角化をめぐる問題を，経営形態や経営原

則および事業の性椅などを抜きにした企業経

吉一般の問題に還元してしまうことはできな

L、と思われる。

そこで本稿では，本格的に推進されつつあ

る地方公営企業の経営多角化について，その

特徴・目的・背景を明らかにしつつ，それが

どのような脈絡の下に展開されようとしてい

るのか，また地方公営企業の業容・組織・運

営の在り方（とりわけ独立採算制や財政負担

Jレール〉にどのような影響を与えることにな

るのか，そのメリット・デメリットは何か，

1）地方公営企業は，この他に港湾・エ業用水道
などの産業基盤盤備や宅地造成・観光などの地

域開発事業も担ってし、る。また現業とは，事業

特別会計の下で企業的経営方式により独立採算
的に運営される行政内部の事業組織のことであ

る。

2）株式会社形態（特別法により設立された特殊

会社〉への移行ではあるが，政府所有を残して

いるという点では完全な民営化とはいえなし、
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などについて解明を試みることとしたい。併

せて，主要な目的として経営基盤の強化が強

調されている点に鑑みて，いかなる根拠に基

づきどのような経済効果が期待しうるかにつ

いて，本間！こ即した経営多角化の経済学的分

析を行う。最後に，間際化・情報化・高齢化

．ソフトイじなどの言葉によって形容される社

会経済構造のバラダイム・シフトが叫ばれる

今日，経営の論理に事づく多角化と！士別に，

社会的ニーズの変化に対応した高度化・多機

能化や公私南部門の再編成過程での新たft..位

置付けが地方公2者企業に求められているとの

時代認識の上に立ち，地方公立企業の21世紀

ビジ辺ンについても展望することとしたい。

なお地方公営企業における経営多角化は，

これから本格的な展開が見込まれる禁明期の

段階ぷあり，民間企業のように豊富な実践事

例が蓄積されてけるわけでほなく，制度・運

用の両国にわたって多くが未整備状態にある。

従って本稿ては，経営多角化の実践事例に基

づく実証的検討というよりは，その政策指向

性に関する理論的検討が中心にならざる得な

し、ことを予めお断りしておきたい。

2. 経営多角化の特徴と背景

(1) 附帯事業による内部的多角化

わが国における経営多角化の方式としては，

①同一経官主体による内部的多角化としての

兼業方式，⑦別途経営主体によろ外部的多角

化としての子会社方式，という 2つの形態が

あるへそしてケ民地方公営企業において

推進されようとしているのは前者の兼業方式

であるが，地方公営企業法（第2条第1項〉

では，兼業のことを I附帝ずる事業Jという

表現によって規定している。しかしJそれを

許認可事項としたり範囲や内容を制限したり

する明文の規定は置かれておらず，具体的に

は自治省通達（「地方公堂企業法及び同法抱行

に関する命令の実施についての依命遇達j昭

和27年9月29日）によって， 「地方公営企業

の経営に相当因果関係宏もちつつ地方公営企

業：こ附帯して経営される事業」を意味すると

されているにすぎない。つまり明示的な法律

事項としてではなし通産に基づく行政指導

によって附帯事業規制がなされているといっ

て上L、6
今までの地方公営企業においては，このよ

うな附帝事業による経蛍の多角化はあまり活

発には展開されてどなかった。それは，本来

的には公企業または公益事業とし、う特性に淘

来するむのと考えるこよがでさるが，直接的j

i己主先の通達にいう「相当因果関係」の意味

内容が，明確にされないまま制限的に解釈・

運用さヰしてきたことによる乙されているへ

そこで，附帯事業を促進させることを狙いと

した最近の自治省通達（「地方公営企業の附帯

事業について」平成元年6月初日〉では，こ

の相当因果関係の花園を拡大均に解釈・運用

する規制緩和の方向が明確にされた内容にな

っている。

それによると「相当同果関係」を有する場

合とは，附帯事業が，

①本来の事業と事業の性格上密接な関係lこ

ある場合。

②本来の事業に係る，土地・施設等の資産

や知識・技能を有効活用する関係にある

場合。

③本来、今事業の実施により生じる開発利益

3）この他に持株会主E方式があるとされるが，わ

が国においては独占禁止法により許されていな
b、。

4) 「相当因果関係」の範感が，なぜ制限的に解
釈・運用されてきたのかについて，自治省政局

長の諮潤機関である地方公営企業研究会〈委員
長，近藤長釜之公営企業金融公庫総裁〉の報告は，

「地方公蛍企業法制定当時，地方公営企業制度
自体が未成熟であり，個々の企業も本来業務の

執行体制や資金調達力等iニおいて必ずしも十分
でなかったこと等の理由」によるとしている。
同研究会『地方公営企薬の呆たすべき役割と経
営基盤強化方策に関する報告』 （昭和63年3月

28ロ〕 p.11



105 地方公営企業と経営の多角化（上〉

拡大された貸付対象範囲

行政財産である土地の貸付の範囲第 1図
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注）自治令とは地方自治法施行令のことであり、地公企令とは地方公営企業法施行令のことである。

ぼ一般民間企業並みの活用ができる規制緩和1

措置（地方公営企業法施行令の改正，平成元

年12月13日〉が続いて講じられ，附帯事業の

拡大的促進の制度的裏付けが与えられること

に着目し，これを本来の事業の健全な運

営に資するために吸収する関係にある場

ム．
口。

のいずれかに該当する場合であるとされてい

これは第1図に示すように地方自

治法の特例規定として，地方公営企業が所管

する事業用地に限って認められたものである。、

①の開発利益の吸収としては，交通事業に

おける鉄道新線の建設に併せて沿線の土地を

先行取得して宅地開発を行う場合などが考え

られるが，この他に交通事業による集客効果

に着目してデノミートなどを経営するというよ

うに，ストックとフローの両面にわたる外部l

効果の吸収がある。ただし後者の場合には，

経営資源の有効活用の関係と重複することに

になった。

5）例えば， 「パス（自動車運送〉事業が，自ら
経営するパス路線の沿線において動物園，宿泊
休養施設等を経営することは，その主たる事業
と相当に相互関連があるといえるが，水道事業
やガス事業がこれらのものを経営したとしても，．
それは相互関連があるとはL、いがたい。」とされ

ていた。地方公営企業制度研究会編『新訂公
営企業の実務講座』地方財務協会（昭和62年8

月） p. 21 

とくに従来は，①の関係（それも直接的な

因果関係〉が「相当因果関係」として明らか

にされていたのみであったが円 ①と①が新

たに追加され，しかもそれら 3つの関係のい

ずれかに該当すればよいことになった点が注

目される。このため例えば，経営資源（資産

・ノウハウ・技術〉を有効活用する関係にさ

えあれば，事業の性格として本来の事業との

密接な関係は何ら必要とされないことになっ

た。そして経営資源を有効活用する関係とは，

公序良俗や公共の福祉に反する活用の場合な

とを除いて，ほとんど無限定の広がりをもつ

ものであることを考えると，自ずから「相当

因果関係」の範囲も同様の広がりをもつこと

になったといえる。しかもこの点に関しては，

従来は，貸付け等の私権の設定が原則的に禁

止されてL、た行政財産としての土地（本来事

業の用に供されている土地〉であっても，ほ

る。
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第 1表主要公事業の兼業・投資規制

事業種別 ｜ 
JR以竺j

J R 

鉄

道

一事

業

！日国鉄

NTT 

電

〈附帯事業←行政指導〉

「鉄主主利用者を主たる対象にし，

鉄道；施設以付随して行う事業」

と各社で判断したものは，原則

として附常事業にできる。

くその他兼業一認可事項〉

独立性，公益性，中小企業への

配患がポイント。

く附帯事業←認可事項〉

①：!ti客構内営業

R広告掲出

＠貨物構内利用

③用地の貸付

実態としては， 「事業Jとして

のよとまりをもたない「場所貸

し手数料j程度であり，多角化

の主力は，右の扶資事業分野で

あった。

く附帯業務ー届出〉

収支樋償の原則が条件。

事例としては，電話機・データ

宅内設備の販売，情報案内サー

ビスなど。

く目的達成業務一認可〉

運尉は弾）J的。

気｜ ！ 中請は一括して行い，屑出で決

I i まれば附帯薬務でめり，認可で

週 l l決きれば目的達成業務。

信 l 「く附森喜〉

事｜ i電話慢の作成，天元予報サーピ

業｜ I ス，研究業務等

く目的達成業務〉

旧電電公社j国際協力業務等

く委託業務〉

電信為替，私設構内交換設備の

設置工事等

L、ずれも認可事項ではない。

投 資 規 リゐ叩

自 出

根拠法令

鉄道事業法

旅客鉄道株
式会社及び
日本貨物鉄
道株式会社
lニ関する法
律

日本国有鉄

道法

一
電
社

信

会
常

式

本

株
日

話

法

日本電信電

i 話公社法

く認可事項〉

①国鉄業務の委託を受ける事業

＠国鉄の運送事業と密接にi調達

する空輸に関する亨業

④国鉄の施設えは土地の高度利

用を行う事業

④営業線の利用促進i二関する事

業

自 由

〈認可事項〉

①KD D株式の所有

②公社からの受託業務を行う

事業

③宇宙開発事業団への出資
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く附帯事業一許可菩l項〉

「庶民日禁止Jの色彩が濃L、。研在

電気事業 ll孟，蒸気販売，船舶航行（冬期〉，

トロリー・パス運行（尽部ダム〉

の3f?IJのみ。

く附帯事業一許可事項〉

地域冷暖房事業主

ただし，ガス生産に伴う副産物

ガス事業 l販売（コークス，タール， LN

G），ガス器具の修理・販売・

ヱ事については，法定により許

可不安事項。

〈行政指導〉

運用基準として，合計出資額を

資本金額文！主総資産額の一定割

合以下とすろ。

同 上

電気事業法

ガス事業法

間典〉藤原主主｝良H1l:-益事業の経常多角イtと法規制」げ会益事業の多角化戦略』所収入芥口典夫「経営多角化と料金規

静j」d現代の規制政策』所JOC），『有価証券報告書総覧』等によD作成．

なるであろ号。こうした開発柑益の吸収は，

「限急の前身の箕所有馬電執は，明治初年に

参詣遊覧客を目あてとして計画されたが，需

要の小さし、ことから前途が危ぶまれたときに，

小林ーさが沿線の住宅開発を兼営し，その利

誌で鉄道の採算をとることを提案して，設立

にこぎつけたoJS）とされるように，伝統的に

私鉄によヮて実施されてきたものであろ。ま

た，専業デベロッパーが地域開発事業の一環

として鉄道を直営するケースむあり，開発利

益の吸収と鉄道経営とは一体的とか、える関

係にある。

こうして「槽当因果関蕗Jくつ成；忠がほぼ無

制限ぶ拡大された結果，公共の福tr!:I二反する

場合などを除き附帯事業の対象となりえない

事業はないとLづ立味で，今や地方公詰企業

の附帯事業！こは制限的な範囲！ま実費的に存在

しないといっても過言ではない。もちろん地

方公営企業でめっても，各個別れ事業法（水

道事業たらIi水道法，交通事業なちば鉄道事

業法・道路運送法なと〉の適用を重畳的に受

けるため3 それら事業誌に兼業1;11!制の条項が

置かれていれば両者の調整が必要となる場合

も生じるであろう九 このことを念頭に置く

としても，地方公常企業の附常事業の範囲に

崩ずる緩和後の規制は，第1表に示したよう

に，以前の国鉄（公共企業体〉や現在の者

気・ガス（私営公益企業〉と比べて相当に緩

やかなものになゥているといえる。ところが

これら公共企業体や払営公益企業についてい

えば， もう一つの経＇？；；；多角化である子会社設

立に関する投資規制の方は，そめ厳しし、兼業

規制とは対照的ぷかなり綾やかな規制内容と

なっている。つまり多角化投資については，

行政指導による運用商での規制があるのみで

法律的規制は一切ない。従って，経営多角化

をめぐる公的規制め現状を考察ナるには，子一

会社方式を含めた経営多角化の全体にてコいて

比較・検討する必要がある。そこで，この点

；こ関する地方公堂企業の規制の現状について

確認をしておきたし、

先t山地方公醤企業が対象とする経営多角

6）藤井弥太郎編『私鉄業界』教育社（平成元年
7月） p.110 

7)関根則之氏ぶよれば， ［地方公営企業法が各
事業法に対する追加的性格を有するため，原則1

として地方公蛍企業法と各事業法王が矛盾する
こEはあり得ない。Jとされている。しかし同時
に，例えば会計処理などについて異なる基準が

規則などで定められている場合には， 「…企業

としてt;J：，両者に基づく会計処理を二重に行わ
なければなら令いとh、う守1：強も生じ得るので，

このようなことの生じないよう関係各省簡にお
いて必要な調整が行われて来ている。」としてい

る。関筏則之『改訂地方公営企業法・交通事
業健全化法逐解説』地方財務協会〈昭和52年ら
月） p.38-40 
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イじは兼業方式であるといったが，それは外部

的多角化としての子会社方式が法的に禁止さ

れていることを意味するものではない。例え

ば地方公営企業法には，かつての日本国有鉄

道法にあった投資規制条項のような出資を認

める明文の規定は置かれていないが，地方公

営企業法施行規則〔第2条の2に基づく別表

第 1号〉によれば， 「勘定科目の区分」とし

て資庄の部に投資勘定である出資金という科

目が設けられてL喝。また地方自治法によっ

ても， 25%以上の出資宏している団体に対す

る監査などの事後的関与が規定されてし、るの

みで，民法や荷法による設立規制以外に地方

公共団体が行う出資行為自体についての明文

の公法的規制はなく，あるとすれば当該出資

金を含む予算案の議会による審議・議決のみ

である8）。

以 tの点からすると，地方公営企業として

子会社を設立することは法的には十分可能で、

あり，実際上も数多くの外郭団倖（法人形態

は財団法人から株式会社まで多様である〉を

設立してきている。ただこれらは，主として業

務委託などを目的とした業務補完的な外郭団

体の設立であり，本格的な経営多角化を目的

としたものではなかったといってよい。これ

に対し，公益事業の中で最主兼業規制が厳し

し吐息われる電気事業を見ると， WUえば東京

電力は41に上る関係会社を擁しており，それ

らの従業員合計数は親会社の61.4%にまで達

するとともに，事業内容も本来業務と密接な

関連を有するものから，自動車修理・賃貸業，

不動産業，電気逓信事業，地域開発など多様

な分野に及んでし、ることが指摘されてL、る。

同様の傾向はガス事業にも見られ，こうした

ことから「電気・ガス事業における兼業は，

企業本体内ではそれほど行われていないが，

別会社を作ってかなり行なわれている」引と

評されている。しかも多角化の主力が子会社

方式にあるとしサ特徴は，日国鉄をも含めて

公益事業全般についていえる傾向であり，多

角化としての子会社設立に見るべきものがな

k、地方公営企業とは顕著な違いがある。

しかしそれは地方公営企業が，この間にお

いて経営多角化の実行形態として子会社方式

を採ることに屠躍した結果としてではなく，

経営多角化そのものに消極的または制限的で

あったことによるものである。ところが政府

自治省は，地方公営企業の経営多角化を大き

く推進させる方向に政策転換を図った現段階

にあっても，子会社方式の活用を図ろうとは

していないように見える。いわば兼業方式に

特｛じした多角化とL、うことが，地方公営企業

の経営多角化の第一の特徴となっている。そ

こで，一般的に広く行われ法的にも可能な子

会社方式によらずに，なぜ兼業方式のみを採

用しようとしているのかを改めて明確にする

ことが必要である。なぜならこのことは，地

方公営企業の経営多角化の目的や性格に直接

かかわってくるからである。

(2) 内部補助目的による多角化

以上のような形で附帯事業の範囲が一応明

8）ただ東京都では自主的に，次のような内部的
指導監督基準（『財政支出監理団体指導監督基
準』昭和63年 6月決定〉を設けている。
第3 指定団体又は出資団体の設立
都が財政支出監理団体指導監督事務要綱で定

める指定団体（以下「指定団体」とLづ。〕及び
出資団体（以下「出資団体」とし、う。〉を設立す
るに当たっての基準は，次のとおりとする。
(1）都が主導して新規に笠理団体を設立する意
義が十分認められること。

(2）新たに設立する指定団体又は出資団体（以
下指定団体等JとL寸。〉の行おうとする事業
が都の施策や行政運営と密接な関連があるこ

と。

(3）指定団体等の行おうとする事業が都民の福
祉や都民ザーピスの向上につながるものであ
ること。

(4）指定団体等の合理的，効率的かつ健全校経
営が確保できること。

(5）指定団体与に対して，都の意向が反映でき

るとともに，都の適切な指導監督が図れるこ
と。

9）林敏彦編『公益事業と規制緩和』東洋経済新
報社（平成2年12月） p.66-67 
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量産にされたとしても，その範囲の事業であれ

ばどのようなものでも附帝事業として実施で

きるわけではなしその中から地方公営企業

としての経営多角化の目的を達成しうる事業

が抽出されることになる。このような経嘗多

角化の目的としては，次の土うなものが掲け、

られている 10）。

⑦附常事業の収入による財政基盤の強化

②悶帯事業との相乗効呆による本来事業の

収入増

＠企業用資産の立体利用心よる有効活用

④企業の人的活用，活性化

⑤企業のイメージ・アップ

これら経営多角化の諸目的のうち，多角化

の形態として兼業方式を選択する上で重要な

ポイントとなるのは経営基盤強化策としての

も①であり，これは附帯事業収入そのものを経

営基盤強化の財源として直接に見込むことを

意味している。これに対して，②の相乗効果

による本来事業の収入増とLづ効果は，兼業

方式だけではなく子会社方式によった場合に

も同様に期待しうるものであり，とくに多角

化形態を選択する際の決定的要因とはいえな

L、。

もちろん，利益配当とし寸形で子会社から

直接的な利益還元を述めることも可能で、ある

ことを考えれば，①に関しても両者の方式に

異なるところはないといえるかも知れない。

しかし子会社方式の場合には，独立した経営

主体としてそれ自体の維持・存続が目される

ため，利益送元の大ささは配当可能利益の範

囲内に当然に制限される11）とともに，子会社

の配当政策によっては配当日J能利誌の幅はさ

らに圧縮されることにもなる。これに対して，

「附帯事業は，本未来務と関保を有しながら

本来業務と損益を通算して経営される点に特

色があるものであり 3 このため，その良好な

運営が確保されれば本来業務の経営にプラス

の経済効果をもたらすことが可能」 ω という

有利性がある。つまり兼業方式に比べて子会

第2表経営多角化の展開形態

｜ ｜多角化方｜目的及び
展開｜対象事業｜式 ｜効果

，垂！ I ｜本業の経
経営多角｜直｜関連事業｜兼業方式｜蛍基盤強
化 L的｜｜｜化

7-l< I -1~ I ｜グループ
革｜韮関連事｜工会社方｜の総合力
的！＂＂＇ 1内 ！強化

注） M&Aによるコγグロマリ yト的多角化は除外した。

社方式は，子会社に内部留保される利益が生

じる分だけ，経営基盤強化の直接的効果が低

下すろことになるのである。

そもそも民間企業において広く採用されて

いる子会社（分社イり戦略とは，子会社の利

益を親会社が一方的に吸収することを目的と

して行われているものではない。それは，そ

れぞれが相乗的に作用し合って新規需要を創

出したり，グループ内取引による利益の内部

化を珂ったり，共同して新しい事業分野を開

拓するなどして，企業グループ全体として親

会社も子会社も共に成長・発展しようとする

戦略である。いわば兼方式ば，本来事業の効

果が直接または間接に及ぶ事業〈関連事業〕

を内部垂直的に統合するものであるのに対し，

子会社方式は，非関連事業をも含めたネット

ワークの形成により，主として水平的な結合

（グループ化〉を図るものである。この背景

には，各企業の外注化・外製化が進んで産業

間・企業聞の相互依存性が高まるとともに，

そのような相互依存と市場の流動化を可能に

10）岡本保「地方公営企業の活性化と附帯事業の
実施J『地方財政』地方財務協会〔平成元年12

月号Jp. 57 これらの諸点は，附常事業の「効
果」として述べられているが，これを「目的J
と読み替えても差し支えないであろう。なお同
氏の職名は，自治省財政局公営企第一課理事官

（掲載時〉である。
11）通常の場合の配当司能金額の限度額について，

これを商法第290条第1項の規定に基づき簡略
化じて示すと，純資産額（資産合計額一負債合
計額〕から資本金・資本準備金・利益準備金の
合計額を差しヨ［＼、た残金額の11分の羽となる。
江村稔「企業会計法」『会計ハンドプック』中
犬経済社， p.803-804

12）地方公営企業研究会・前掲報告書， p.11
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第3表交通事業の営業損益状況（昭和63年度〉 （単位：百万円〉

轄全運輸国区管域局
事業者 交通事業（本業〉営業損益 兼業営業損益 会事業 兼業

摘要事業数
護軌道｜自動車業｜小計 不動産業｜その他｜小計種別 営業損益 寄与度

北海道 中小 :j. 9061 • 。｜刊 55~1 • 1, 4ヤ 9%1
公営 • 4, 824 • 3, 114 • 7, 938 • 7, 938 0 

東北l中小 151 • 3~l .「‘ 9~~1 「Aぺ叶叶8邸組ベ叶十3但「サ~1＋「十公蛍 1 • 6, 32 企3,454 • 9, 7 。企 9,781 0 

新

関

手

小

団

営

一

手

小

営

公

公

中

a利企2，叫企 2,5941 

7,893 

2, 134 

。

212 

404 

4,006 1, 191 

。 。

1,05~ 3，判吋十55.6l注2

63, 2261 146, 5231十43.l

31, 801! 35, 8L91十88.6

2121 • 3, 9471十 4.9

9, 0031 17, 2441十52.2

5, 1971 7, 1351十72.8

近

手 I 51 59, 5851企 1,1051 58, 4801 44, 6191企 2,4991 42, 1201 100, 6001十41.8

ιr
主
司
、
－
、

凶

UE
一F
V

寸
J

－v叶
J

d
b
t
m
f
、
－
ノ
司

公
一
中
一
中

国
一
国

中
一
四

2~1ι：I·:. ~~~I ；；認I 3.0 

2 ； 
sJ • 391 企叫 A 叫 3, 528 

61 A 叫 企叫 A 吋川91

寸l ム 93~1 :: ~：~1十53.

7担割~
大手 1 • 990 1,568 4, 559! 1, 107 5,766 7,334 十78.6

九州 中小 10 • 1, 1 72 企1,098 204 262 466 .. 631 十29.7

公営 3 • 4, 7 .. 153 • 4,901 。 。 0 • 4, 901 。

大手 14 155,606 • 4,020 151,586 113,210 6,905 120,115 271, 704 十44.2

中小 137 10,860 .. 5,954 4,906 43,976 15,162 59,138 64,044 十92.3

合 計 営団 1 52, 335 0 52,335 。 。 0 52, 335 。 注 2' 3: 

公営 12 5, 399：・企25,405 • 20,006 。 212 212 .. 19,794 十 0.5

J R 7 417,756 2,238 415,518 。 7,404 7,404 422,921 十 1,7

いる。

注1 「兼業寄与度Jとは，本業・兼業それぞれの営業損主主額を絶対値で合計し兼業の比率を求めたものである。

注2 関西電力俳）が兼業として営業する鉄軌道業が含まれているため，兼業営業損益額から電力事業損主差額を除外しで

注3 中小のうち黒字部円である大都市高速鉄道・観光鉄道・貨物鉄道を除いた地方旅客道鋭の鉄軌道営業損益は，会

国合計で..442百万円の赤字である。

出典〉運輸省地域交遜局監修『昭和63年度鉄道統計年報』より作成。

し，加速化する情理化・サービス化が急速に

進展してきたとL、う事情がある。これらのこ

とを裏返していえば，第2表に示すとおり本

来事業の経営維ii＇を直接の目的とする場合に

は，子会社方式よりも兼業方式の方がメリッ

トが大きしより適した多角化形態であると

することが一応でさるであろう。

ところで，このような附帯事業収益（正確

には利益〕を本来事業の経営維持のために補

填する関係l土，一般的に内部補助と手ばれて

おり詳しくは後述する。この場合，地方公営

企業は利潤獲得を目的とする経済主体ではな
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いので，企業全体としては収支均衡（ゼロ利

潤〉が確保されればよいということが前提条

件となる。ただ，本来事業の維持・拡大のた

めに必要とされる企業内部への再投資資金が

事業〈公正〉報酬として認められており，こ

れを含めた収支均衡を図るとし、う総括原価主

義が地方公営企業の料金規制の基本的考え方

である。従って，このようなゼロ利潤規制の

下で附帯事業による内部補助が実施されるた

めには，本来事業において（総括〉原価割れ

が生じていなければならないことになる。い

わば附帯事業収益伺リ益〉が増大化すればす

るほど，本来事業収益の割合を低下させると

L、う関係を生み出さなければならないのであ

る。このことは， 「附帯事業を通じて，開発

利益を吸収することにより，料金を引き下

げること自体が住民福祉の増進にもつなが

る」 18うまた「有効活用による収益によって，

経営基盤の安定や料金の引き下げにもつなが

ることが期待されている」 14）といった解説が

なされていることからも明らかである。

このように地方公営企業の経堂多角化は，

料金の引き下げや債上げ抑制の効果を期待し

て展開されるべきものである。この点が一般

民間企業の多角化戦略とは本質的に異なると

ころであるとともに，非課税団体である地方

公嘗企業が民間企業同様の営利事業を営む正

当位でもあるといえよう。いわば地方公賞企

業の経営多角化の戦略目的は，利潤の極大化

ではなく住民福柾の最大化なのであり，ここ

に地方公営企業における経営多角化の公共性

原則を見ることができる。

このような観点から，公益事業の中でも兼

業方式による経営多角化が最も進んでいる私

鉄の堂業損益状況（昭和63年度〉を第3表によ

って見てみよう。これによると大手私鉄に関

しては，本業である交通事業部門が 1,516億

円もの利益を計上している一方で，兼業部門

においてもそれに匹敵するほどの利益(1,201 

億円〉を計上しており，本業と兼業とが共に

稼得利益のニ大源泉となっていて両者聞に内

部補助関係は全く見られない。これに対し中

小私鉄は，全国9運輸局管轄区域のうち 5区

域までの交通事業部門が赤字であり，不動産

業などの兼業利益による赤字補填に土って3

区域が全事業営業損益での黒字化に成功して

いる。それでも全事業営業損益が依然として

赤字である区域（東北・九州〉もあるものの，

兼業から本業への内部補助によって経営が維

持されている経営体が多いことは明らかであ

る。このことは，中小の兼業寄与度が極めて

高いことにも示されてちり，裏返せば本業部

門の経営基盤の脆弱性を表現しているともい

えよう。そこで公営交通を見てみると，民営

交通では常識となっている不動産業を兼営す

る事業者はおらず，その他の兼業についても

目立って見るべきものがなく，唯一大幅な全

事業営業損益での赤字を計上しているのが現

状である。こうしたことから地方公営企業と

しては，ゼロ利潤規制によって大手私鉄のよ

うな利潤極大型の兼業経苗は許されないとし

ても，兼業による内部補助によって本業の経

営を維持している地方中小私鉄（地方旅客鉄

道〉型の経営多角化をめざそうとしているも

のと思われる。

こうしたことから地方公営企業の経営多角

化の第二の特徴は，内部補助目的による多角

化にあるといえる。従コて，ある事業を附帯

事業として実際に営むにあたっては， 「本来

の事業に支障を生ずるものであってはならな

いことはもとより，十分な採算性を有するこ

と」 15）が求められることになる。すなわち，

本来事業の収支にマイナスとなるような非収

益的事業にはそもそも着手できないとともに少

少なくとも附帯事業それ自体として収支が均

13）岡本保・前掲論文， p.54

14）岡本全勝「地方公営企業の資産の有効活用に
ついて」『地方財政」地方財務協会〈平成2年
3月号） p.119 

15）岡本保・前掲論文， p.55
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衡できなくてはならないし，さらには本来事

業の経営基盤の強化に役立つだけの利益を生

みだすものでなくてはならない。つまり，附

帯事業の対象範囲がほぼ無制限であることを

考慮に入れるならば，附帯事業の要件は，結

局のところ採算性の有無に還元されることに

なるといってよいのである。

以上の諸点を整理して定義づけると，地方

公営企業の附帯事業とは，同一会計の下にお

いて本来事業から区分される収益的事業のこ

とであり，例えば勘定科目でいえば，その収

益がその他営業収益または営業外収誰に計上

されるとともに，分担金や手数料などの単な

る実費弁償的な収益以外の採算性のあるもの

で，かつ事業としての継続性や計画’陛がまちろ

ものということができょう。

(3）経営多角化をめぐる背景

このように，現在推進されつつある地方公

営企業の経営多角化の性格は，附帝事業によ

る内部補助目的の多角化として特徴づけるこ

とができるが，そのためになされた一連の規

制緩和措置は，先に引用した地方公営企業研

究会による？地方公営企業の果たすべき役割

と経営基盤強化方策に関する報告』 〔昭和63

年3月28日〉に基づいて実施されてきたもの

である。この研究会報告においては，附帯事

業による経営多角化を含む「経営基盤強化方

策」が， 「地方公営企業の果たすべき役割」

との関連において示されており，今まで幾度

となくなされてきた経営健全化対策の単なる

延長線上の問題に終わらない内容を含んでい

る。そこで地方公営企業の経営多角化が，い

かなる背景や位置づけをもって推進されよう

としているのかについて，この報告を手掛か

りにしながら見て行くことにしたい。

まず「最近の地方公営企業をめぐる状況の

変化」として，

①国においては，臨調答中に基づいて「官

から民へ，国から地方へとL、う行政改革の

基本的方向に沿った合理的な機能分担が確

立される必要があるとの観点から，…（略〉

－三公社の民営化等の諸改革が実施され

た。」こと。

①地方公営企業の事業分野においても，地

方公共団体の直営方式によらない第三セク

タ一方式・公設民営方式・土地信託方式な

ど， 「様々なかたちで別の法人格を有する

企業に行財政的に何らかの関与をしながら

事業を経堂させる例が増加している。」こと。

①国民の「行政に対するニーズにも高質化，

多様化など大きな変化がみられる。」こと。

という三つの視点が強調されたうえで， 「地

方公共団体に係る企業の経営形態の多様化と

流動化」の傾向について，次のように述べて

L、る。

「これら地方公共団体直営の企業（地方公

営企業のこと 引用者〉及び地方公共団体

が関与する企業は，地方公共団体の普通会

計事業と民間事業との中聞に位置する性格

のものであるが，それら企業の位置づけは，

必ずしも固定的なものではなく，社会経済

情勢の変化に応じて，一方で普通会計の分

野から移行してくるものもあれば，他方で

民間の分野へ移行していくものもあり，ま

た，地域住民の高質化，多様化したニーズ

に応えるかたちで新たに発生するものもあ

るなど極めて流動的であるといえる。」

このような現状認識の上に立って，地方自

治体が全部または一部を所有し経営または経

営関与する企業（これらを一括して「地方公

企業Jc＇、う。〉の在り方に関し，最近とく

に乱立さやみが目立つ第三セクター（民間との

共同出資による公私混合形態〉と，従来から

の直営企業である地方公営企業とについて具

体的な指摘がなされている。すなわち前者の

第三セクターについては，その「運営の成否

によっては関係地方公共団体の行財政に重大

な影響を及ぼしかねないにもかかわらず，地

方行財政上の位置づけが不明確なうえ，その

適正な運営を確保するための仕組みが必ずし
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第Z図地方公企業の現状

l一地方公首企業〔直接的経蛍形態〉 l一地方3公社 (1,610-29. 4%) 
地方公企業－I (8, 886 61. 8%) I 
04, 343) I ト財団法人〔2,616 47. 8%) 

」地方公社・第三セクター（間接的経営形態） -I 
(5, 477-38. 2%〕 卜社団法人（375-6.8%〕

有限会社（320. 6%) 

一株式会社（844-15.4銘〉
出兵）『地方公営企業年鑑』及び『地方公社総覧』〈各平成元・ 2年度以〉より作成。

も十分でなLリとして，とりわけ「地方公営

企業に準ずる事業を行う第三セクター」に関

する「適正な運営を確保すろ方策」の必要性

を張調しゃ‘、る。もう一方の地方公営企業に

ついては， 「今後とも地方公共団体に係る企

業の中心的な存在として地域住民に対し良質

なサービスを安定的かつ公平に供給すること

により，地域住民の福祉増進に資するため，

積極的に活用されていくものと考えられる。」

との基本認識を示したうえで， 「現在または

将来において地方公営企業が活用されると考

えられる分野」として次のような 7つの分野

を列挙している。

く公営と民間が競合しない分野〉山

①提供する財・サービスが高度の公共性・

地域独占性を有すろことから，そもそも民

間で経営することが適当でないもの（上水

道，下水道等〉

く公嘗と民聞が競合する分野〉

①資本費負担が極めて大きく， しかも採算

性の確保に聞い期間を要するため，民間で

はやりにい、もの（地下鉄）

＠当該地域に適切な民間のサービス供給主

体が存しないもの（へき地医療，離島航路

等〉

①採算性が低くても当該地域の住民生活に

不可欠なもの（高度・特殊医療，路百交通

等〉

⑤多少リスクがあっても地域振興のため実

施する必要のあるもの（各種地域開発， リ

ゾート〉

⑤福主tl.向上のため新しL、事業分野において

実施の必要のあるもの（老人保険関係施設

等）

⑦事業の推遣のため普通会計事業との併用

を図ることにより，その効果が期待できる

もの（有料道路〉

研究会報告は，以上のようにして改めて地

方公蛍企業の「意義と役割」を確認するとと

もに， 「高質化，多様化する住民ニーズに的

確に対応する必要」と「安易に一般会計等に

負担を依存することが許されなくなってい

る」事常とをもって，附帯事業の推進を合む

経営基盤の強化策を打ち出している。

ところで地方公企業の総数は，第2図に示

すように1990年1月現在で14,3,13事業体に上

るが，そのうち約61.8%を占めるのが直接経

営形態（現業〉としての地方公営企業であり，

残りの約38.2泌を占めるのが間接経営形態と

しての地方公社・第三セクターである。後者

の地方公社・第三セクターには，特別の法律

に基づき自治体の全額出資によって設立され

る地方3公社（士地開発公社・住宅供給公社

・地方道路公社〕と民法や商法の一般規定に

基づいて設立される各種法人〔財団法人・社

団法人・株式合社〉とがあり，役者について

の自治体の出資制合は様々である（ただし上

の数字は，出資割合25%以上のものである〉。

なお，氏聞との共同出資による公私混合形態

をとくに第三セクターと称する見解が多いが，

16）研究会報告においては，①の分野をとくに

「公営と民聞が競合しない分野」と表記してい
るわけではないが，前後の文脈かちとのように
解しても間違いではないであろう。
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第2図地方公企業におけを直接・間接経営の推移
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ここでは自治体全額出資のものを含む間接経

営形！Ir'.全体を「地方公社・ tfE三セグター」と

して一括する。

このように，地方公企業を代表すろのは直

接経営形態の地方公営企業であるといえるが，

事業数としてほ間接経営形態の地方公社・第

三セクターも約4割を占めているとともに，

その伸び率！土第a闘に見るように地方公営企

業を大きく上回っている。そのため，地方公

企業総数：こ占める地方公営企業のウェイト l土

年々顕著な低下傾向にあり，活動分野を見て

も従来の地方公？き企業の活動領域li，地方公

社・第三セクターに侵食されつつあ込山。乙

れまで十分な制度的裏付けがないまま半ば放

置されてきた地方公社・第三セクターであっ

たが， 「地方公共団体の事末実施手法が多様

化する lpにあって，もはや，第三セクタ一方

式を無視して，地方行財政を語ることはでき

ないj凶状況にあるといってよい。そこで，

17）地方公自企業の活動領域が侵食されていると

はいっても，もともと地方公営企業の事業縄！警

が限定されているわけではb、。例えば地方財政

法施行令〈第12条〉では，以下の13の事業を公

営企業として指定しているが，これをもってそ

の事業範囲と凡ることはできない。なぜなら地

方公営企業法で；お 8事業〔水道・工業用水道

・軌道・自動車運送・地方鉄道・電気・ガス・

病院）を同法の強制適用事業としているが，こ

の他に， 「主としてその経費を当該事業の経営

に伴う収入をもって充てるもの」〈「地方公営会

業法及び同法施行に関する命令の実施について

の依命通達J）であるならば，地方自治体の条例
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これ（とくに地方公営企業に準ずる第三セク

ター〉を正式に認知して一定の財政措置など

を講じるとともに，必要な規制を加えること

によって「適正な運首」附を確保しようとす

る動きが出てきている。研究会報告こそはこ

うした動きに先鞭をつけたものであり，それ

ら間接経営形態の在り方の検討に関連して地

方公営企業の事業範囲・経営原則・経営形態

などが問われてきているといえよう。

同時に研究会報告で注目されることは，国

における三公社の「民営化」や地方における

第三セクターの急増といった，公企業全体を

めぐる経営形態の流動化を特徴的傾向として

受入れながらも，直接経営形態としての地方

公営企業を改めて地方公企業の「中心的な存

在」として位置づけ，その積極的な活用を指

示している点で、ある。この点に関し，臨時行

政改革推進審議会による『国と地方の関係等

に関する報告3（平成元年12月4日〉では，

「地方公営企業の経営合理化等」心、う小節

の中で「経営形態の見直し」と題して，次の

ように述べている。

（ア） 公営企業形態による事業の実施につい

ては，民間における経首・資金力等の向

上や住民の孟識，ニーズの変化に対応し，

事業内容や地域の実情を考慮、しつつ，事

業の民営化又は民間委託を推進する。新

たに事業を実施する場合においても，同

様とする。

｛イ） 事業用の施設や設備を公設とする場合

であっても，上記（乃と同様の趣旨から，

その監理・運営については，可能な限り

民間に委ね，いわゆる公設民営方式によ

る事業の実施を推進する。

このよう ι訂革審報告は，既存・新規の区

別なく地方公営企業の「民活」・「民営化」

と公設民営方式の推進を唱えており，研究会

報告とのスタンスの違いを感じさせるものと

なっている。しかし研究会報告は，地方公営

企業の「民営化」に具体的な言及をしていな

いとはいえ，地方公企業をめぐる事業分野や

経営形態の流動化傾向については，原則的に

容認している点を見ておく必要がある。つま

り事業分野や経首形態の流動化とし、う意味合

いには，地方公営企業の活動分野に民間企業

等が参入してくる場合の他lこ，地方公営企業

が「民営化」される場合も当然に含まれてい

ると思われるのである。

また地方公営企業の事業分野についても，

その固有領域（公営と民聞が競合しない分

野〕は上下水道事業の分野（①〕に限定されて

おり，ぞれ以外の分野は公営と民聞が競合す

る競合領域とされている。つまり競合領域と

して公営が存立するのは，採算性などのため

民間企業の参入が困難な分野（①～⑤〉，新

規事業分野（③〉，普通会計事業との関連分

野（⑦〉であり，ここでは民間企業の活動を

補完する穴埋め的存在として地方公営企業が

位置づけられている。従って競合領域につい

ては，民間企業の参入が可能となるような一

定の条件が確保されれば，いわゆる流動化が

不可避となってくるものと思われる。事実，

既に自治cfi'I土， 「地下鉄，病院などの事業は，

によって｜司法の全部または一部を任意に適用で
きることになっているからである。この任意適
用事業の場合であっても，地方公営企業法上は
強制適用事業と同様の「地方公営企業」とされ
るので，地方自治体の任意によって地方公営企
業の範囲は決まるといってもよし、。例えば，ぶ
どう酒製造や自動車教習所などの事業もこのよ

うな「任意」による地方公営企業の実例である。
（地方財政法施行令による公営企業〉

水道・工業用水道・交通・電水・ガス・簡易水
道・港湾整備・病院・市場・と蓄場・観光施設
・宅地造成・公共下水道の各事業。

18）内藤尚志「第三セクターのあり方（特に地方
公営企業に準ずる第三セクターについて〉」『地
方財務』ぎょうせい（平成元年8月号） p.53 

19）地方公営企業研究会報告の指摘を受けた形で，
地方公共団体の第三セクターの運営等に関する
研究会が設置され，平成元年3}:j 22日には，
『第三セクターのあり方一特に地方公営企業に

準ずる第三セクターについて 』と題する報告
が発表されている。
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施設を作る初期投資がかさむので，民間の投

資対象となりにいリとして， 「施設は自治

体が作り，運営は民間にゆだねる『公設民営

方式』による事業展開を推進するため」の必

要な措置についての検討に入ったとされてい

る20)。

L、ずれにせよ，第三セクターの急増などに

見られる流動化しつつある地方公企業の枠組

みの中で，地方公営企業の経営多角化問題が

惹起されてきていることは間違いない。従っ

てそれは，単なる従来型の経営健全化対策に

とどまるものではなく，地方公営企業そのも

のの見直しを含めた地方公企業全体の再編成

を背景として持つものである。

3. 内部的多角化戦略の政策的合意

地方公営企業の経営基盤の強化を目的とす

る内部的多角化政策は，経済学的には範囲の

経済性，連結の経済性，内部補助によるポリ

シー・ミックスであるとすることができる。

(1) 内部補助政策の諸類型と地方公営企業

このような政策の具体的なモデルとして，

独立採算的な収支均衡条件の下で附帯事業に

よる利益を本来事業の損失を補填するために

充当する場合を想定することにしよう。この

ような場合には，附帯事業部門においては，

附帯事業サービスを提供するために必要な追

加的費用を上回る追加的収益が発生している

こと，また本来事業部門においては，本来事

業サービスによる収益によってはその費用を

カバーできないコスト割れが生じているとを

意味している。この場合，附帯事業部門から

本来事業部門への内部補助（crosssubsidy) 

が行われているという 21）。

このような内部補助に関する問題のーっと

して，例えば交通事業において，黒字路線の

収益によって赤字路線を維持し事業全体の収

支を均衡させようとすると，黒字路線利用者

はその路線コストよりも高い料金を負担させ

られる一方，赤字路線利用者はその路線コス

トよりも｛忠、料金負担で済むことになり，黒

字路線利用者から赤字路線利用者へ実質的な

所得移転がなされたことになるとする批判が

ある。この他には，黒字路線市場に強力な参

入障壁が存在しない限り，より低料金でのサ

ービスを供給しようとする新規企業の積極的

参入を促し，既存企業の経営維持が困難にな

るとする問題（クリーム・スキミングの発

生〉，逆に赤字路線市場ではコスト以下の料

金でのサービス供給が続くため，新規企業の

参入が阻害されるとする問題などが指摘され

ている。とくに後者の場合として，時に貿易

摩擦問題にすら発展する海外市場向けダンピ

ングなども，市場支配や参入阻止を積極的に

目的とした内部補助の典型である。また，既

存の成熟事業から利益を吸収し今後発展が見

込める成長事業へ投資することにより，企業

の持続的な利益拡大や成長を維持しようとす

るpPM〔プロダクト・ポートフォリオ・マ

ネジメント）22）も内部補助による経営戦略で

ある。このような内部補助は，民間企業にお

いては国の内外を間わず常態化した市場戦略

や成長戦略となっている。

こうした内部補助に関する一般的問題点に

20）そこにおいては同時に，第三セクターに対す
る財政基盤強化策の再検討と自治体関与の範囲
の明確化が検討されるとともに， 「地方公営企
業の仕組みに関しても，一企業で複数の事業を
手がける多角経営の制度など新い、住民ニーズ

に対応できる体制づくりをめざす」とされてい
る。平成3年3月4日付『日本経済新聞』

21）内部補助概念の厳密な定義は，奥野信宏『公
共経済一社会資本の理論と政策~~東洋経済新
報社〔平成元年11月〕 p.107 108を参照のこ
し
」。

22〕この点に関しては， Pp Mの考え所を採り入
れたゴングロマリットが， 「成熟産業の古い企
業を買収し，そこから利益のみを吸い取った」
ことにより， 「現実にアメリカの伝統あるいく
つかの産業が，衰退を早めることになった。」と
指摘されてL市。土屋守章「経営理論の課題と
展望J『現代経営学説の系譜』有斐閣所収，平
成元年9月 p.24) 
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第4図 内部補助政策の諸類型

(a）需要者の利用確保のための内部補功

「一一本来事業内部一一「

区主E 己巴Jc供問佳〉（均｝料金〉

低コスト・高収益 高コスト・低収益

損失補填・利益投入

(b）市場支配を目的とした内部補助

｜竺出 回型空l
高価格 低価格

（参入障壁の存在） （参入阻止価格〉

損失補填・利益投入

(c) pp Mによる内部補助

E司

損失補填・利益投入

(d）本来事業の経営縫持を目的とした内部補助

也竺空」 恒空l
非蛍利的事業 営利的事業
〈公共性の確保〕 （収益性の確保〉

損失補填・利益投入

対し，地方公営企業が実施する内部補助事業

としての附帯事業は， もともと本来事業の経

営を維持することを目的として実施するもの

であると同時に，本来事業とは区別された収

益的事業として，問題とされる内部補助類型

とはその性格を異にする。このことを第4図

を用いて示すと，それは本来事業内部で、の部

門間補助（a）を意味するものではないととも

に，既存の市場や事業から利益を吸収し，そ

れを新規市場や成長事業に投入するもの（b

• c）でもなく，あえていうならばその逆を

志向するもの（d）といってよいであろう。

この点が肉部補助に関して，利潤極大化を求

めて業容を無制限に変化させうる民間部門と，

L、かに多角化しようとも本来事業の実体（サ

ービス〉縫持を社会的使命とする公共公益部

門との基本的な違いである。従って，地方公

営企業の附帯事業の展開についていえば，内

部補助のための公的独占力に基づいた高料金

政策が，本来事業内部での利用者間対立や市

場参入問題を招いたり，成長事業への利益投

入が本来事業の衰退などを惹起させるとL、っ

た一般的懸念は，少なくとも建前上は生じる

余地はないといえる。

(2) 範囲の経済性と連結の経済性

ところで，内部補助が可能となるだけの附

帯事業の収益性とは，一体どのような根拠に

基づくものなのか。それは条件的にいえば，

①経賞多角化による範囲の経済性および連結

の経済性の発生，②参入市場において通常見

込まれる平均利潤の取得，③特別の経営努力

による超過利潤の取得，ということになろう。

従って，実際に附帯事業として実施すべきか

どうか，つまり期待される収益性を実現しう

るかどうかは，これら三者とりわけ前二者が，

現有の経営力量のなかでどの程度見込めうる

かにかかってL、るとL、える。

ここでLづ範囲の経済性（economiesof 

scope）とは， 例えば鉄道事業において， そ

の高架線下の事業用地を活用して註車場経堂

を行うとし、ったように，複数以上の事業を共

通の経苗資源（生崖要素〉ぷよって経営する

ことで，単独にそれぞれを経註するよりもコ

ストを削減することがでさるとし汁経済性で

ある。いわば複合経営〈業務の多角化・多様

化〉による共通費用の創出であり，いわゆる

生産要素のインプット局面記着目した結合生

産の経済性である。

今回，規制緩和された企業用資産の有効活
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第5図範囲の経済性と連結の経済性

〈範嗣の経済性〉 〈単独成呆） 〈連結の経済性〉

input -1本来事業卜 output 

（固有費用〕i共通生産要素 -I結合成果｜（単独成果〉

（共通費用） -I附事業｜－

くつスト削減効果〉 （固有費用〕 〈シナジー効果〉

〈注〉ここでは連結の結済性を outputの局面に象徴化して示している。

月とは，まさにこのような意味合いにちいて

いわれているものである。従ヮて土地・建物

など固定費の多くが本来事業との共通費用で

あり，附帯事業として独白に必要となる固有

費用は，わずかなランニング・コストだけと

も、った場合には，範囲の経済性は高いといえ

る。遣に，共通費用の割合が小さく固有費用

の割合が大きいものほど，範囲の経済性は低

く，この百での複合経営のメリットは少ない

ことになる。なお共通生産要素としては，機

械設備や土地などのような有体の物的資産ば

かりではなく，情報・技術・ノウハウといっ

た無体の資産をも含んでいる。これらの無体

資産は会計的貨幣数値によっては把握しにく

¥ 、性格をもっているが，情報化・サービス化

の進展lニ伴い益々高い付加価値を有すること

になるので，これらの有効活用は今まで以上

に重要性を高めるであろう。

これに対し連結の経済性とは，宮沢健一教

技i二よって提示された概念23）であるが，それ

によると「複数の主体問のネットワークの結

びつきが盗む経済性」でめって，単一経済主

体における範囲の経済性を超えて生じろもの

であり， 「ネットワークシステムにおける主

体聞の機能補完的で連鎖的な相乗効果」がそ

の中核を構成している。つまり，範囲の経済

性がインプット局面での生産要素に関するコ

スト削減効果であるのに対し，連結の経済性

はアウトプット局面での産出成果に関するジ

ナジー効果（相乗効果〉をも含むものとされ

る。同時に，複数主体聞のネットワークの形

成という「主体行動の側聞」が強調され，産

業間・業種間・業態聞の垣根が情報化によっ

て低くなり，相互乗り入れによる新しい競争

・枯力関係が形成されるとする，「菜際化」し

た市場構造という認識が念頭に置かれている。

このように連結の経済性の概念は，個別企

業の経営多角化の範曙を超えた市場構造的広

がりを有するものであるが，ここでは産自

成果に関するシナジー効果という問点に限定

し，経営多角化の分析用具として用いること

とする。例えば，鉄道事業におし、てそめ沿線

に遊園地を附帯事業として開業することによ

って，入園者が鉄道を新たに利用するととも

に交通アクセスの利便性が入園者数の増大を

もたらす， という相乗的な需要創出効果を生

みだす場合を考えることができょう。このよ

うなジナジー効呆は，既に指摘されていると

ころであるが，外部効果の創出とその内部化

（ととでは同一経済主体によるぞれ〉として

捉えることもできる。つまり，金銭的外部経

済効果である集積利益の市場的内部化措置で

ある。鉄道事業における上の事例は，新規需

要の創出というフローの外部効果の内部化で

23）宮沢健一「産業社会『連結の経済性』追求」
（昭和61年9月11日付『日本経済新聞』「経済教
室」），『実業化と情報化一産業社会へのインパ
クトー』有斐閣リプレ 昭和63年3月
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あるが，新線建設に伴い沿線周辺を自ら宅地

開発し開発利益を吸収するとし、う場合には，

ストックの外部効果の内部化である。

このことを経営多角化を軸にして考えると，

それがもたらすっスト削減効果に着目すれば

範囲の経済性であるが，さらに市場的広がり

において，それを上回る相乗効呆が生じれば

連結の経済性であり，これらは第5図に示す

ような総合的な多角化の経済性として評価す

ることができる。

(3）経営多角化の経済性と内部補助

①範囲の経済性と内部補助

多角化の経済性としての範囲の経済性と内

部補助とは，元来は直接的な闘係のない全く

別個のものである。既に述べたように，範囲

の経済性とは，経営資源の有効活用ともいえ

る共通費用の創出に基づく費用節減効果であ

るのに対し，内部補助とは，帰属先の明らか

な固有費用を別の生産物に負担転壊させるこ

とであり，その意味では応益原則または受益

者負担原則の否定であるとされる24）。すなわ

ち範囲の経済i生は，附帯事業の収益性を左右

する要素にはなるが，内部補助の構成要素と

なるものではない。

従って，共通費用のウェイトが大きく範囲

の経済性が高いとされる場合に，その共通費

用の全舗を附帯事業の負担としたともても，

それどけでは内部補助を実施したことにはな

らない。つまり，共通費用の範囲を超える固

有費用の負担転壊があって初めて内部補助と

認定しうるのである。このこと l土裏を返して

L、えば，共通費用の負担配分問題をクローズ

アップさせることを意味している。例えば，

旅客輸送事業を本来事業とする鉄道事業が，

在来の路線や亭輔を活用し附帯事業として貨

物輸送事業を追加的に経首する場合を想定し

よう。このように，本来事業自体の固定費比

率が高く，しかもその聞定費の大半が間帯事

業との共通費用になるような場合には，その

共通費用をどのように配分するかによって，

内部補助によらずに範囲の経済性のみで，附

帯事業による本来事業の維持が可能となる場

合がある。もちろんこの；！若合であっても，附

帯事業の収益性が共通費用の負担を上回るほ

ど高くなければ，実際には本来事業の経営結

持には成功しない。ただ大抵の場合には，本

来事業の経営資源の限られた一部分を活用し

て間帯事業を経営することになると思われる

ので，内部補助によらずに範囲の経済性のみ

で附帯事業による本来事業の経営維持を図る

ことは困難であろう。

いずれにしても範囲の経済怯は共通費用を

発生させるが，この共通費用を結合生産され

た各個別の財・サービスに客観的合躍的に配

分する基準や方法は未だ存在していない。そ

のため，各財・サービスの価格（料金〉決定が

供給者の怒意的判断に委ねられることになり，

その正当性を検証することが難しくなるとさ

れる25）。しかし地方公営企業の場合には，営

利的附帯事業による非営利的本来事業の経堂

維持が目的なので，こうした共通費用の負担

配分問題はあまり問題にはならないかも知れ

ない。ただ共通費用の配分結果は，附帯事業

と本来事業の利益や損失の大きさに正反対の

影響を与えることになるため，会計情報に混

乱を生じさせる可能性がある。しかも，仮に

附帯事業の経営に行き詰まった時に，共通費

用の配分操作によって本来事業が附帝事業の

経首を実質的に支える，とL、う本末転倒した

事態を招く恐れも可能性として否定できない

24）奥野正克「範囲の経済怯と内部補助」奥野正
寛他編『交遇政策の経済学』日本経済新聞社
（平成元年9月） p.147-154 教授はここにお

いて，ある意味で「効率的な」ラムゼイ・ルー
ルが，応、益原則を満たしていないとして必ずし

も「公正な」規制ではないとされるとともに，
「公正な料金」の一つの定義を自由な競争の下
での受益者負担原則の成立に求めておられるが，
b、ずれも内部補助問題である。

25）奥野正寛・前掲書， p.143-144，拙稿「地方

公営企業と料金設定基準（中〉」『立教経済学論
叢』〈平成元年12月） p.26 
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であろう。

①連結の経済位と内部補助

次に，もう一つの多角化の経済性である連

結の経済性と内部補助との関係を考察したL、。

この場合，連結の経済性つまりシナジー効果

が，本来事業と附帯事業のどちら側に主に発

生するのかが問題となる。その効果が主に本

来事業の収益増大として現われるならば，内

部補助との関係は生じない。一方その効果が，

主に附帝事業の収益増大となって具体化し，

それをもって本来事業の経首維持が図られる

場合には，内部補助の成立が一応は認められ

うるであろう。ところがこの場合にも， input

局面における共通費用と類似の問題が惹起さ

れる余地がある。なぜならシナジー効果は外

部効果であるため，発生側と吸収側の相互の

峻別および効果の計量的区分が必ずしも明確

ではないからである。

さらにより木質的な問題は，こうした間帯

事業による外部効果の吸収と本来事業への内

部化ということ自体について，そもそも内部

補助と呼べるかどうかとLづ疑問である。例

えば鉄道事業において，新線建設に伴なって

生じるストックとしての開発利益（キャピタ

ル・ゲイン〉を附帯事業（不動産業）によっ

て吸収する場合を考えてみよう。もちろんそ

の対極には，沿線の宅地開発によって鉄道の

利用者数が増大するとし、う相乗効果が生じる

わけであるが9 ぞうした利用者数の増大によ

っては鉄道の経営を維持することが困難であ

るとする。このような場合，附帯事業によっ

て吸収された開発利益は鉄道事業の経営維持

のために充当され，独立の会計区分がなされ

ない限り会計上は鉄道事業収益として一括処

理されるとしても，それは運輸サービスの供

給コストを反映した営業収益として認識され

るものではない。つまり，運輸サービスとし

ての具体的なコストに裏づけされない収益で

あり，このことは外部効果（間接的便益〉と

しての性格から当然のことでもある。

しかし，とのような外部効果を本来事業と

直接に関係しない単なる付随的な波及効果と

みなさずに，本来事業による予定されたある

種の財・サービスめ生産・供給と考えるなら

ば，そのような従来は度外視されていた外部

生産物（連産品〉にも一定のコストが生じて

L、るとみることができる。つまりそのための

追加的費用はたとえゼロであっても，少なく

とも共通費用（資本費などの固定費用〉の発

生に関与していると判断することができるの

であり，そうした外部生産物をも含めて全費

用の帰属配分がなされるべきであることにな

る。このような場合のサービス・コストは，

そのサービスを直接的に消費する利用者だけ

ではなく，外部便益を間接的に享受する非利

用者によっても負担されるべきであり，その

ようなものとして本米事業の価格決定を行う

必要があるといえよう。

ただ問題となる点は，外部効果であるが故

に具体的金銭的なコスト・アロケーションが

実際上困難であるとともに，内部化の手段と

して直接的な市場取引によることができない

ことである。このことの一つの解決策とし

て，コスト・アロケーションについては費用

便益分析の手法を用いることができるであろ

うし，内部化手‘段については附帯事業による

内部化とL、う迂回的な市場的方法を用いるこ

とができょう。いずれにせよ公営企業が生み

出した地価上昇等の開発利益ば，第一次的に

は開発に伴う外部不経済の発三とがない｜浪り，

そうした間接的便益をもたらした事業主体に

帰属｛じされるべき性格のものなのである。そ

うであるならば，附帯事業による外部効果の

吸収とそれの本来事業への充当は，本来事業

が生産した外部生産物のコスト回収を迂目的

市場手段によって実行することを意味するに

すぎず，その限りにおいては内部補助の成立

とはいえないことになる。 （未完〕




